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平成 21 年 10 月 9 日 

各  位 

会 社 名 日本精密株式会社 

(JASDAQ コード番号：7771) 

代表者名 代表取締役社長 岡林 博 

問合せ先 執行役員 田崎 政己 

(TEL (048)225-5311) 

 

合弁会社設立の基本合意書締結に関するお知らせ 

 

当社は、平成 21 年 10 月 9 日開催の取締役会において、当社の大株主である韓国の株

式会社ジエンコ及び株式会社エムアンドエフシーと、当社のメガネフレーム事業と応用

品事業の韓国における市場確保及び拡大を目的とした合弁会社設立について、基本合意書

の締結を決議いたしましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 
１．設立する合弁会社の概要 
（１）商    号  株式会社ＮＳ村井ＫＯＲＥＡ 
（２）設立年月日  平成 21 年 10 月（予定） 
（３）本店所在地  大韓民国ソウル市 
（４）代 表 者 名  未定 
（５）資本金の額  3 億ウォン（日本円で約 23 百万円相当） 
（６）大  株  主  株式会社ジエンコ      33.3％ 
           株式会社エムアンドエフシー 33.3％ 
           日本精密株式会社      33.3％ 
（７）事業年度末日  12 月 31 日 
（８）従  業  員  5 名（予定） 
（９）事 業 内 容  メガネの企画開発・販売、応用品販売 
（10）当者との資本関係、人的関係、取引等の関係 
          資本関係：当社 33.3％出資 
          人的関係：当社取締役が兼務予定 
          取引関係：当社メガネフレームの製造・販売、応用品の販売予定 

 
２．合弁会社設立理由 
当社は、長期的なメガネフレーム事業拡大の一環として、国内販売中心にとどまらず、

事業拡大を続けるため韓国において事業展開をすることといたしました。現在、韓国に

おいてはメガネ産業に対して期待感が大きく、今後韓国国内でのメガネ需要は高まるも

のと推察されています。その理由として、以下のような韓国国内のメガネ市場の特異性

にあります。 
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  ○医療機器の法律によって制限される小売市場：眼鏡院及び薬局 
   ・眼鏡院は眼鏡士だけが開設することができる。（１人１売場に限る） 
   ・企業は眼鏡院を運営することができない。従って眼鏡院事業はフランチャイズ形

態だけが可能で直営チェーンは不可。 
  ○1990 年代末迄眼鏡生産分野及び流通分野は、中小企業保護業種に指定され大企業進

出が制限 
   ・結果的に中小企業が保護されたにもかかわらず、価格競争力を喪失して中国製に

大部分の市場が占有された。 
  ○急激に変化する韓国の国内市場 
   ・最近数年間、医療機器の法律がアメリカ及びＥＵのＦＴＡ（自由貿易協定）と係

わって改訂の対象となり検討中。 
   ・今後の 3～5年以内で法制度の改編による大企業または資本力を取り揃えた企業の

進出が本格化され、メガネ市場が活性化することが予想されている。 
  当社は、株式会社ジエンコ及び株式会社エムアンドエフシーと合弁会社を設立し、当

社グループの企画力とブランド力を利用して、当社のメガネフレーム事業と応用品事業

の韓国における市場確保及び拡大を目的とするものであります。 
 
３．設立等の日程 
  平成 21 年 10 月 9 日 合弁会社設立の基本合意書締結 

  平成 21 年 10 月   合弁会社設立予定 

平成 21 年 12 月   営業開始予定 
 
４．今後の業績に与える影響 
  当合弁会社は、平成 22 年 3 月期第 3四半期より当社の持分法適用の関連会社となりま

す。なお、平成 22 年 3 月期の当社の連結業績に与える影響は軽微となる見込であります。 
 

５．予定及び未定項目につきましては確定次第開示いたします。 

 

以 上 

 

 

【ご参考】 

株式会社ジエンコ 

（１）商   号  株式会社ジエンコ（KOSDAQ 上場） 
  （２）設立年月日  1997 年 6 月 1 日 
  （３）本店所在地  大韓民国ソウル特別市 
  （４）代表者名   代表取締役 ファン・インチャン 
  （５）資本金の額  12,345 百万ウォン 
  （６）事業内容   アパレル、輸出業、不動産売買 分譲業、 

インターネット情報通信関連 
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株式会社エムアンドエフシー 

（１）商   号  株式会社エムアンドエフシー（KOSDAQ 上場） 
 （２）設立年月日  1994 年 10 月 1 日 
  （３）本店所在地  大韓民国ソウル市 
  （４）代表者名   代表取締役社長 趙 成禹 
  （５）資本金の額  18,322 百万ウォン 
  （６）事業内容   合成皮革加工事業、映画事業（映画製作／投資）、 

ファッション事業（OEM 生産／供給）、ホームショッピング 
 
 


